
 

 

 

 

 

令和元年度における地方公務員の懲戒処分等の状況について 

（平成 31 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3月 31 日） 
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懲戒処分者数及び分限処分者数について 

（平成 31 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3月 31 日） 

 

 

〇 この調査は、各地方公共団体が令和元年度（平成 31年 4月 1日から令和 2年 3

月 31 日まで）に行った懲戒処分及び分限処分に係る職員数の状況を把握するた

めに実施したものである。 

 

 

〇 調査の対象となる者は、三重県内市町及び一部事務組合等の事務に従事してい

る一般職に属するすべての職員である。 

 

 

〇 なお、この調査における留意事項は次のとおりである。 

 

 

(1) 地方公務員法上、分限処分に係る規定が原則適用除外とされている条件附採

用期間中の職員及び臨時的任用職員のうち、分限処分に準じる措置が行われ

たものは、便宜上分限処分に付された者として調査しているものであること。 

 

(2) 令和元年度中に同一の者が複数回にわたって休職処分に付された場合、その

者を１人として計上しているものであること。 
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（１） 懲戒処分者数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

懲戒処分者数の状況（種類別・行為別）                  （単位：人） 

区   分 免 職 停 職 減 給 戒 告 合 計 

 給与・任用に関する不正 

  （受験採用の際の虚偽行為等） 
0 0 0 0 0 

 一般服務違反関係 

 （信用失墜行為等） 
0 0 11 21 32 

 公務外非行関係 

 （障害・暴行、金銭関係の非行等） 
1 3 1 1 6 

 収賄等関係 

  （収賄、横領等） 
0 1 1 0 2 

 交通事故・交通法規違反 0 3 1 2 6 

 監督責任 0 0 0 0 0 

合   計 1 7 14 24 46 

（注） 2 以上の事由により懲戒処分に付された場合は、主たる事由により計上してい

る。 

 

 

〇 令和元年度中に懲戒処分を受けた職員数は 46 人であり、前年度に比べて 19 人

増加している。 

 

〇 処分者数の種類別にみると、免職 1 人（対前年度比 1 人減）、停職 7 人（同 1 人

増）、減給 14 人（同 5 人増）、戒告 24 人（同 14 人増）となっている。 

 

〇 処分者を行為別にみると、「一般服務違反関係」32 人（69.6％）が最も多く、次いで

「公務外非行関係」6 人（13.0％）、「道路交通法違反」6 人（13.0％）、「収賄等関係」2

人（4.3％）となっている。 
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（２）分限処分者数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分限処分者数の状況（種類別・事由別）                  （単位：人） 

(注)１ 同一年度中に同一の者が複数回にわたって休職処分に付された場合、その

者を重複して計上している。 

   ２ ２以上の事由により分限処分に付された場合は、主たる事由により計上して

いる。 

区   分 降 任 免 職 休 職 降 給 合 計 

 勤務実績が良くない場合 0 0 0 0 0 

 心身の故障の場合 2 0 685 0 687 

 職に必要な適格性を欠く場合 0 1 0 0 1 

 職制等の改廃等により過員等を生 

じた場合 
0 0 0 0 0 

 刑事事件に関し起訴された場合 0 0 6 0 6 

 条例に定める事由による場合 0 0 0 0 0 

合   計 2 1 691 0 694 

〇 令和元年度中に分限処分を受けた職員数は 694 人であり、前年度に比べて 24

人増加している。 

 

〇 処分者数を種類別にみると、降任 2 人（対前年度比 2 人増）、免職 1 人（同 1 人

増）、休職 691 人（同 21 人増）となっている。 

 

〇 処分者数の事由は、「心身の故障の場合」687 人（99.0％）が最も多く、次いで「刑

事事件に関し起訴された場合」6 人（0.9％）、「職に必要な適格性を欠く場合」1 人

（0.1％）となっている。 

 

 


